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第23期(2014年度)SC経営士一次試験問題 

経済一般 
時間 45分   点数配分 75点 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項 
 

１．はじめに、受験番号(４桁)･氏名･ふりがなを記入し、受験番号に該当する番号をマ

ークしてください。 
 

２．解答はすべて、解答用紙に記入してください。 
 

３．各問題とも解答のなかから最も適切な番号を選び、解答用紙の解答欄にその番号を

マークしてください。 
 

４．記入は必ず、ＨＢもしくはＢの黒鉛筆またはシャープペンシルで、  のなかを正

確に塗りつぶしてください(ボールペンは不可)。 
 

５．訂正は、プラスチック製消しゴムできれいに消し、消し屑を残さないでください。 
 

６．所定の記入欄以外には記入しないでください。 
 

７．解答用紙は、汚したり、折り曲げたりしないでください。 

 

 

＜記入上の注意＞ 
・マークの仕方 チェック    斜め    短い     細い    ハミ出し    薄い     小さい 

［良いマーク］    ［悪いマーク］ 

 

 

 

 

 

 

  

 

✔  
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【第１問】〈配点 10点〉 (解答番号は  １  から １０ ) 

日本経済の現状に関する次の記述のうち正しいものには１、誤っているものには２を、解答欄にマーク

しなさい。 

 

 

  １  ２０１４年(平成２６年)１月に閣議決定された政府の経済見通しによると、２０１４年度(平

成２６年度)の日本の国内総生産(ＧＤＰ)は、実質成長率で１．４％程度、名目成長率は３．

３％程度と見込まれている。 
 
 

 

  ２  ２０１４年(平成２６年)３月に成立した２０１４年度(平成２６年度)一般会計予算は、約１０

５．９兆円とはじめて１００兆円の大台に乗り、過去最大の金額となった。 
 

 

 

  ３  財務省によると、日本の国債および借入金並びに政府保証債務残高は２０１３年(平成２５年)

３月末現在で約１，０６９兆円と1,０００兆円を突破し、国民１人当たりの金額でも８００万

円を超えた。 
 

 

 

  ４  日本における２０１４年(平成２６年)９月現在の消費税率８％は先進国の中でも最も低水準

にあるとされているが、ヨーロッパ諸国においてはＥＵの首脳会議たる欧州理事会において消

費税率(標準税率)を２０%以上にすることが定められていることもあり、２０％から２５％ま

での国が多い。また、この定めにより、１５%以下の税率の国家は存在しない。 
 

 
 

  ５  国土交通省から発表された２０１４年(平成２６年)１月１日時点の地価公示の動向をみると、

全国および全用途において下落傾向が継続し、上昇に転じた地域および用途はない。 
 

 
 

  ６  農林水産省によると、２０１２年度(平成２４年度)の食糧自給率(カロリーベース)は３９％で

あり、これはアメリカ１３０％、フランス１２１％、ドイツ９３％、イギリス６５％などと比

較しても先進国の中では最低の水準である。 

※アメリカ以下諸外国の数値は平成２１年度（２００９年度）の食糧自給率（カロリーベース） 
 
 

 

  ７  総務省によると、２０１３年(平成２５年)１２月１日現在、日本の６５歳以上の人口は３，２

０７万人で、数値公表開始の１９５０年(昭和２５年)以降はじめて３０％を超えた。 
 
 

 

  ８  厚生労働省によると、求職者に対する求人数の割合を示す有効求人倍率の過去１０年間におけ

る推移は、２００９年度(平成２１年度)の年度平均０．４７を底として上昇に転じ、２０１４

年(平成２６年)は継続して１．００を超えている。 
 
 

 

  ９  日本銀行が２０１４年(平成２６年)３月に発表した資金循環統計２０１３年(平成２５年)第

３四半期速報によると、家計の金融資産の残高は、２０１３年(平成２５年)１２月末で１，６

４５兆円であり、前年１２月末残高に対して９３兆円増加した。 
 

 

 

 １０ 総務省によると、日本の消費者物価指数(総合)の暦年平均前年比は、２０１１年(平成２３年)

＋０．３％、２０１２年(平成２４年)０．０％、２０１３年(平成２５年)－０．４％と、昨年

は若干ながらマイナスとなった。 
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【第２問】〈配点 20点〉 (解答番号は １１ から ２０ ) 

経済循環に関する次の文章及び図表を読み、文中及び図表の空欄に最も適切な語句を、 １１ か

ら １５ は語群Ａより、 １６ から ２０ は語群Ｂよりそれぞれ選び、その番号をマークし

なさい。 

 

 

 
 

生産･流通･消費といった経済活動を自らの意志によって営んでいる単位を １１ といい、国内経済

においては主として １２ ･企業･政府の３つがある。これらは相互に結びつけられ、影響しあってお

り、 １１ の間を、貨幣を仲立ちとして財やサービスが循環している構造を経済循環という。 

例えば、 １２ において、賃金が上昇すれば企業からの財･サービスを購買する余力や、政府に対

して所得税を支払う余力は増加する。その結果として、企業の売上が増加すれば賃金や １３ を支払

う余力も増加し、政府は税収が増加すれば公共財や行政サービスに使用できる金額も １４ すること

になる。 

さらに、経済のグローバル化が進んでいる現代は、海外との経済関係も無視することはできない。海

外との間で行った貨幣の受け取りと支払いとの収支を国際収支といい、これは １５ と資本収支に大

別される。 

 １５ はモノの輸出入の差額を示す貿易とサービスが対象の貿易･サービス収支、海外との間でや

りとりした雇用者報酬や利子･配当等の所得収支などで構成される。 

例えば、貿易･サービス収支においては、海外旅行に行く日本人が増加すれば海外に流出する貨幣が

増加するため赤字幅が １６ し、外国からの観光客が増加すれば赤字幅が １７ する傾向となる。 

また、資本収支とは国際間の資本取引の収支決算を指し、直接投資、証券投資、その他の投資の３つ

の収支からなる １８ と、その他の資本収支に分けられる。 
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近年話題となっている １９ とは、 １５ が赤字のことであり、この赤字を資本収支で補う、つ

まり国内の資金不足を海外からの資金調達で補っている状態を意味する。典型的な例は２０００年代の

米国であり、極端に低い貯蓄率のもとで １９ が拡大し、対外債務が膨らんだ。 

なお、２０１４年(平成２６年)に入り議論が本格化している我が国における １３ の減税は、国内

における経済循環の視点からは政府の税収不足を招く恐れがあるものの、国内企業の国際競争力の強化

およびＭ＆Ａも含めた海外からの ２０ の増加による資金の増加を目論んだものとみられる。 

 

 

語群Ａ【１１から１５】 

1.事業収支 2.経常収支 3.運営主体 

4.経済主体 5.組合 6.家計 

7.財団法人 8.年金基金 9.登録免許税 

10.法人税 11.消費税 12.贈与税 

13.増加 14.減少 15.継続 

 

語群Ｂ【１６から２０】 

1.経常黒字 2.経常赤字 3.営業利益 

4.特別損益 5.投資収支 6.公共投資 

7.不動産投資 8.縮小 9.拡大 

10.為替差損益 11.イールドギャップ 12.資本輸出 

13.資本輸入 14.関税障壁 15.デフォルト 
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【第３問】〈配点 10点〉 (解答番号は ２１ から ２５ ) 

次のアジア･中東経済に関する記述をよみ、記述文と最も関連の深い語句をそれぞれの語群から選び、

その番号をマークしなさい。 

 

 

 ２１ 規制の厳しい銀行を通さずに資金を貸し借りする金融取引。主として中国で行われ、貸出債権

などを小口化した理財商品のほか、企業同士が直接貸し借りする委託融資などがある。 

語群 

２１ 

1.マネーロンダリング 2.シャドーバンキング 
3.リレーションシップ 

･バンキング 

4.金利スワップ 5.オペレーション･ツイスト  

 

 ２２ マレーシアのジョホールバルで進む大規模都市開発。マレーシア･シンガポール両国政府が共

同し、２０２５年(平成３７年)までに約１０兆円を投じて不動産、金融、教育、製造業など多

分野にわたって都市開発を進める。 

語群 

２２ 

1.チェンナイ都市計画 2.スコルコボ計画 
3.メコン･インド 

経済回廊構想 

4.南東アナトリア開発計画 5.イスカンダル計画  

 

 ２３ ２０２０年(平成３２年)東京オリンピックと同じ年に万国博覧会開催が予定されている都市。

開催決定により２０００年代初頭に同都市で発生したバブル経済が再燃すると懸念する声も

ある。 

語群 

２３ 

1.バンコク 2.デリー 3.ソウル 

4.ドバイ 5.上海  

 

 ２４ １９６７年(昭和４２年)８月、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ

の５ヶ国が参加し、経済成長、社会･文化的発展の促進などを目的に設立された地域協力機構

で、現在加盟国は１０ヶ国に増えている。 

語群 

２４ 

1.ＡＳＥＡＮ 2.ＡＰＥＣ 3.ＲＣＥＰ 

4.ＴＴＩＰ 5.ＴＩＣＡＤ  

 

 ２５ １９９７年(平成９年)７月に始まったアジア諸国の通貨の急落、いわゆる「アジア通貨危機」

のきっかけとなった国の通貨単位。同国から始まった通貨の急落は、その後インドネシア、韓

国などに波及した。 

語群 

２５ 

1.ドン 2.ペソ 3.バーツ 

4.ルピー 5.リンギット  
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【第４問】〈配点 5点〉 （解答番号は ２６ から ３０ ） 

米国の連邦準備制度理事会に関する次の文章を読み、文中の空欄に最も適切な語句を下記のそれぞれ

の語群から選び、その番号をマークしなさい。 

 

 

連邦準備制度理事会( ２６ )はアメリカ合衆国の中央銀行組織の最高決定機関で、全米に１２ある

連邦準備銀行を統括する。ワシントンＤＣを本部とし、大統領によって任命される７名の理事で構成され

ている。この理事会の議長が中央銀行総裁に相当し、２０１４年(平成２６年)８月現在の議長は ２７ 氏

であり、今年の２月から務めている。 

 ２６ の主要業務としては、市中銀行の監督と規制、金融政策の決定、支払制度の維持、即時グロ

ス決済資金移動ネットワーク( ２８ )の運営、財務省証券の売買などがある。このうち、金融政策の

決定は、７名の理事と５名の地域連邦準備銀行総裁で構成される連邦公開市場委員会( ２９ )で行わ

れる。 

近年の大きな政策としては２００８年(平成２０年)９月に発生したリーマン･ショックで大きな打撃

を受けた市場に対する ３０ (ＱＥ)が挙げられる。これは米国債などの金融資産を大量に購入して市

場に資金を大量に供給するもので、これまでＱＥ１、ＱＥ２、ＱＥ３と３回実施されている。 

 

 

語群 

２６ 
1.ＦＢＩ 2.ＩＤＡ 3.ＦＲＢ 

4.ＢＩＳ 5.ＦＡＡ  

 

２７ 
1.ジャネット･イエレン 2.アラン･グリーンスパン 3.ベン･バーナンキ 

4.アンゲラ･メルケル 5.ウォーレン･バフェット  

 

２８ 
1.ＦＩＦＡ 2.ＦＩＣＡ 3.ＥＵＲＩＴ 

4.Ｆｅｄｗｉｒｅ 5.ＦＤＩＣ  

 

２９ 

1.ＩＢＲＤ 2.ＩＦＲＳ 3.ＦＯＭＣ 

4.ＮＳＡ 5.ＣＧＩＦ  

 

３０ 

1.公共投資拡大策 2.量的緩和策 3.所得税率引下げ策 

4.雇用拡大策 5.金融引締め策  
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【第５問】〈配点 10点〉 (解答番号は ３１ から ３５ ) 

次の欧州経済に関する記述をよみ、記述文と最も関連の深い語句をそれぞれの語群から選び、その番号

をマークしなさい。 

 

 

 ３１ 各国の主要銀行がロンドン市場において午前１１時の時点で呈示する金利を、英国銀行協会

(ＢＢＡ)が集計･発表して毎日更新される基準金利である。住宅ローン、協調融資、デリバティ

ブなどの基準金利として国際的に広く利用されている。 

語群 

３１ 
1.ＴＩＢＯＲ 2.ＥＵＲＩＢＯＲ 3.ＬＩＢＯＲ 

4.ＳＨＩＢＯＲ 5.ＨＩＢＯＲ  

 
 ３２ 欧州の財政･金融不安などに対応するセーフティネット的なメカニズムの一つで、ユーロ圏17

ヶ国が財政･金融不安などに見舞われた際に、緊急に融資を行う。２０１２年(平成２４年)１

０月に発足し、欧州版国際通貨基金とも呼ばれる。 

語群 

３２ 
1.ＵＮＦＰＡ 2.ＥＭＩＦ 3.ＯＳＣＥ 

4.ＥＲＭ 5.ＥＳＭ  

 
 ３３ ユーロ圏で景気低迷が懸念されるオランダなど４ヶ国の頭文字を取った言葉で、既に財政支援

を要請したギリシャ、アイルランド、ポルトガルなど５ヶ国を表すＰＩＩＧＳに代わって注目

を集めている。 

語群 

３３ 
1.ＢＲＩＣｓ 2.ＳＴＵＰＩＤ 3.ＦＩＳＨ 

4.ＮＩＥＳ 5.ＯＰＥＣ  

 
 ３４ １９９１年(平成３年)１２月、当時の欧州共同体(ＥＣ)首脳が参集･協議の結果、外交･安全保

障、経済･通貨、社会の３分野での統合を進めることに合意した条約が結ばれた都市。同条約に

より欧州連合(ＥＵ)が事実上創設された。 

語群 

３４ 
1.アムステルダム 2.ヴェストファーレン 3.ロンドン 

4.マーストリヒト 5.パリ  

 
 ３５ ２０１３年(平成２５年)７月、２００７年(平成１９年)のルーマニア、ブルガリア以来６年ぶ

りにＥＵに加盟した国。同国の加盟によりＥＵは２８ヶ国体制となった。 

語群 

３５ 
1.クロアチア 2.イギリス 3.トルコ 

4.スロベニア 5.マルタ  
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【第６問】〈配点 10点〉 (解答番号は ３６ から ４０ ) 

以下の用語に最も関連の深い説明文を【Ａ群】から、語句を【Ｂ群】から選び、解答欄にその番号をマ

ークしなさい。 （両方正解ではじめて得点とする） 

 

 

 説明文 語 句 

 ３６ クラウドファンディング ３６Ａ ３６Ｂ 
 

 ３７ ＮＩＳＡ ３７Ａ ３７Ｂ 
 

 ３８ 国家戦略特区 ３８Ａ ３８Ｂ 
 

 ３９ ＥＰＡ ３９Ａ ３９Ｂ 
 

 ４０ スマートシティ ４０Ａ ４０Ｂ 

 

【Ａ群】 

1.中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進するため、内閣

総理大臣による認定を受けた地域 

2.都市の再生に貢献し、土地の合理的かつ健全な高度利用を図る特別の用途、高さ、配列等の建築物を

誘導する必要がある区域 

3.産業の国際競争力強化と国際的な経済活動の拠点を推進する観点から、規制改革等の施策を総合的

集中的に推進するために定めた区域 

4.次世代の交通システム、電気自動車や再生可能エネルギーなど、ＩＴ技術や省エネ技術を活用して

環境に配慮する都市 

5.都市部の中心地に社会基盤の集中投資を行い、行政･商業施設や住宅を中心に集めた都市 

6.人口５万人以上で昼間人口が夜間人口を上回り、都市機能を集約させて周辺地域と共有することを

目的とした都市 

7.会員制のウェブサイト上で職業･趣味･写真･文章などを公開し、会員同士で交流できる機能を提供す

るサービス 

8.インターネットを利用して広く人々から資金調達すること 

9.ユーザーが撮影したビデオ映像や、作成した動画ファイルなどをインターネット上に公開できる機

能を提供するサイト 

10.毎年１００万円を上限とする株式や投資信託の新規購入分を対象に、その配当や譲渡益を最長５年

間、非課税にする制度 

11.２０１３年４月から１５年末までの３年間、祖父母等から３０歳未満の孫等への教育資金を、１人

当たり一括で１５００万円まで非課税で贈与できる特例制度 

12.自分の故郷や応援したい自治体に寄付をすると、所得税や住民税が安くなる制度 

13.輸入急増から国内産業への悪影響を防止するための緊急輸入制限措置 

14.発展途上の国々の生産者と公正な貿易取引を行い、生産者の利益や自然環境に配慮しながら、適正

な価格で製品を買い取ること 

15.２国間以上で、貿易の自由化を目指す自由貿易協定に、人の移動や投資、知的財産保護、政府調達、

２国間協力等を含め締結される包括協定 

 

【Ｂ群】 

1.広島市  2.新潟市  3.秋田市  4.仙台市  5.富山市  6.けいはんな学研都市 

7.YouTube  8.radiko  9.CAMPFIRE  10.少額短期保険  11.財形貯蓄制度 

12.少額投資非課税制度  13.ＴＰＰ  14.セーフガード  15.フェアトレード  
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【第７問】〈配点 10点〉 (解答番号は ４１ から ５０ ) 

世界の主要国首脳会議に関する次の文章を読み、文中の空欄に最も適切な語句を下記のそれぞれの語群

から選び、その番号をマークしなさい。 

 

 

経済･社会問題を中心に国際社会が直面するさまざまな課題が話し合われる主要国首脳会議は ４１ 、

石油危機による世界経済の混乱への共同対処および経済政策の協調を目的に米国、イギリス、 ４２ 、

ドイツ、日本、フランスの６ヶ国が集まったのが最初で、その後カナダ、 ４３ 及びＥＵ(欧州連合)

の委員長が加わってＧ８となり、毎年開催されるようになった。 

Ｇ２０は、Ｇ８に加えて経済規模の大きなアルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、中国、インド、

インドネシア、 ４４ 、メキシコ、サウジアラビア、トルコ、南アフリカの１１ヶ国にＥＵを加えた

グループで１９９９年(平成１１年)に発足し、財務大臣･中央銀行総裁会議が開催されてきた。その後、

２００８年(平成２０年)９月に発生したリーマン･ショック以降の世界金融危機対応のために２００８

年(平成２０年)１１月に ４５ で首脳会議がはじめて開催された。また、２０１２年(平成２４年)メ

キシコのロスカボスで開催されたＧ２０サミットでは、 ４６ の財政危機に端を発したユーロ危機へ

の対処に対する共同宣言を採択するなど一定の役割を果たした。 

２０１４年(平成２６年)３月に ４７ において、 ４３ を除く臨時のＧ７サミットが開かれ、

Ｇ７の首脳陣は ４３ の ４８ に対する介入やクリミア編入などを非難した。そして、同年６月

に ４３ ・ソチで行われる予定だったＧ８サミットを中止し、会場を ４９ に変更する決定をした。

さらに同会議において、「 ４３ がその方向を変更し，Ｇ８で意味のある議論を行う環境に戻るまで

Ｇ８への参加を停止する」という内容を含んだ ４７ 宣言を発表した。これによりＧ８は ４３ 参

加以前のＧ７の枠組みへ事実上戻り、６月には ４９ において ４８ 問題を受けたＧ７首脳会議が

開催されている。 

こうした動きの中、２０１４年(平成２６年)４月に ４５ においてＧ２０財務省･中央銀行総裁会

議が開催され、「 ４８ の経済情勢を注視する」とする共同声明を採択し、経済問題ではＧ２０とし

て連携していく姿勢をひとまず保った。これを受けて、実質経済成長率がマイナスとなり債務不履行の

可能性があった ４８ 経済も、 ５０ や日米欧などの支援により当面の危機は避けられる見通しだ。 

 

 

語群 

４１ 
1.１９７０年(昭和４５年) 2.１９７５年(昭和５０年) 3.昭和５５年(１９８０年) 

4.１９８５年(昭和６０年) 5.１９９０年(平成２年)  

 

４２ 
1.ベルギー 2.ルクセンブルク 3.オランダ 

4.イタリア 5.スイス  

 

４３ 
1.ロシア 2.デンマーク 3.エジプト 

4.イスラエル 5.ウルグアイ  

 

４４ 
1.チリ 2.タイ 3.韓国 

4.アイルランド 5.ベトナム  

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/2014%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/3%E6%9C%8825%E6%97%A5
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%83%8F%E3%83%BC%E3%82%B0%E5%AE%A3%E8%A8%80&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/2014%E5%B9%B4
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４５ 
1.ニューヨーク 2.ピッツバーグ 3.ワシントン 

4.ジュネーブ 5.オタワ  

 

４６ 
1.スペイン 2.アイスランド 3.ポルトガル 

4.アイルランド 5.ギリシャ  

 

４７ 
1.ロッテルダム 2.ハーグ 3.ドルトムント 

4.デュッセルドルフ 5.ライプツィヒ  

 

４８ 
1.グルジア 2.カザフスタン 3.ウクライナ 

4.モルドバ 5.セルビア  

 

４９ 
1.ハンブルグ 2.ブレーメン 3.ベルリン 

4.ブリュッセル 5.ドレスデン  

 

５０ 
1.ＩＭＦ 2.ＩＭＣ 3.ＯＥＣＤ 

4.ＡＤＢ 5.ＯＤＡ  

 

 

 


